
国土交通省 





番号 制度名

国交01 物流総合効率化法の認定計画に基づき取得した事業用資産に係る特例措置の延長

国交02 三大都市圏の政策区域における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長

国交03 都市機能誘導区域外から区域内への特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長

国交04 市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長

国交05 防災街区整備事業に係る事業用資産の買換特例等の延長

国交06 海上運送業における特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置の延長

国交07 港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換等の場合の課税の特例措置の延長

国交08 航空機騒音対策事業に係る特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長

国交09 長期保有土地等に係る事業用資産の買換え等の場合の課税の特例措置の延長等

 国土交通省

-271-



【R1 国交01】-272-



【R1 国交01】

-273-



【R1 国交01】-274-



【R1 国交01】

-275-



【R1 国交01】-276-



【R1 国交01】

-277-



【R1 国交01】-278-



【R1 国交01】

-279-



【R1 国交01】-280-



【R1 国交01】

-281-



【R1 国交01】-282-



【R1 国交01】

-283-



（参考） （参考） （参考） 目標① 目標② 目標③

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 28 250 892.9% 98 ▲2,442.0 ▲23,358.0 956.5% 55.7% 不明 不明 － ▲1,691.8 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － － － － 不明 不明 － －

H24 28 342 1221.4% 68 ▲2,442.0 ▲23,843.0 976.4% 69.4% 不明 不明 － ▲1,679.9 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － － － － 不明 不明 － －

H25 298 不明 － 70 ▲19,765.0 不明 － 59.9% 不明 不明 － ▲1,244.9 ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 ー － 不明 不明 不明 不明 ー －

H26 298 62 20.8% 62 ▲19,765.0 ▲1,436.0 7.3% 58.2% 不明 ▲822.0 － ▲714.2 ー ー ー ー － 不明 不明 ▲ 2.47% 不明 8.06% － 不明 不明 0.47% 不明 ▲ 0.60% －

H27 298 48 16.1% 48 ▲19,765.0 ▲4,416.0 22.3% 87.6% 不明 ▲2,750.0 － ▲2,248.1 ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 ー － 不明 不明 不明 不明 ー －

H28 63 63 100.0% 63 ▲1,352.0 ▲4,048.0 299.4% 77.4% 不明 ▲2,522.0 － ▲2,059.1 ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 ー － 不明 不明 不明 不明 ー －

H29 63 53 84.1% 53 ▲1,352.0 ▲1,204.0 89.1% 54.8% 不明 ▲749.0 － ▲589.4 ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 ー － 不明 不明 不明 不明 ー －

H30 63 107 169.8% － ▲1,340.0 ▲1,637.0 122.2% － 不明 ▲1,481.0 － － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 － － 不明 不明 不明 不明 － －

R1 63 － － － ▲1,465.0 － － － ▲905.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － － ー ー － － － －

R2 66 － － － ▲1,522.0 － － － ▲605.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － － ー ー － － － －

R3 66 － － － ▲1,522.0 － － － ▲605.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － － ー ー － － － －

R4 66 － － － ▲1,522.0 － － － ▲605.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － － ー ー － － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － 4.0 － － － － － － － － － － － － － － － －

適用実態調
査における適
用件数（法
人税・件）

適用実態調
査における租
税特別措置
ごとの影響額
（地方法人
二税・地方法
人特別税・百
万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（％）

目標
達成度

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万

円）

「三大都市圏の近郊整備地帯等及び都市開発区域に、業務・商
業等の都市機能が集積された効率的かつ持続可能な都市圏構造
への再編を図る＜測定指標＞当該区域の存する市町村域の事業
所数の増減率が当該区域を除く市町村域を上回る」（平成28年
度評価時）

全国（対
象地域を除
く）の増減

率

「市街化区域等内における環境の悪化等の外部不経済
の解消状況を把握するため、公害発生密度を指標とし、
令和7年度までに東京特別区・大阪市・名古屋市におけ
る平均値を、現行の三大都市圏制度が措置された平成
18年度の近郊整備地帯等を有する都府県の平均値
（4.0件／年・㎢）まで低減する」（令和元年度評価
時から）

【総括表】

将来予測

適用実態調
査における適
用額の上位
10社割合
（法人
税・％）

目標値
（％） 将来予測 実績

「三大都市圏の近郊整備地帯等及び都市開発区域に、業務・商
業等の都市機能が集積された効率的かつ持続可能な都市圏構造
への再編を図る＜測定指標＞当該区域の存する市町村域の従業
員数の増減率が当該区域を除く市町村域を上回る」（平成28年
度評価時）

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

目標
達成度租特の直

接的効果

全国（対
象地域を除
く）の増減

率

目標値
（件／年・

㎢）
将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S44 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交02） （評価実施府省：国土交通省）

　三大都市圏の政策区域における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長
　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（所有期間が10年を超える建物等の既成市街地等の内から外への買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　既成市街地等にある所有期間が10年を超える事業用の土地等、建物等（譲渡資産）の譲渡をし、既成市街地等以外の地域内にある土地等、建物等及び機械装置（買換資産）の取得等をした場合には、その買換資産につき、譲渡益
の額の80％の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）

　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9

過去の政策評価の実績

　三大都市圏の都心への人口・産業の過度な集中による外部不経済（環境の悪化・交通混雑等）が発生している既成市街地等において、その弊害の排除及び解消を目指し、三大都市圏の秩序ある発展を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和5年3月31日まで3年間延長する。

　H22国交10、H25国交15、H28国交09

【R1 国交02】-284-



【R1 国交02】

-285-



【R1 国交02】-286-



【R1 国交02】

-287-



【R1 国交02】-288-



【R1 国交02】

-289-



【R1 国交02】-290-



【R1 国交02】

-291-



（参考） （参考） （参考） ⽬標① ⽬標②

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 4.0% －
H26 20 0 0.0% 2 ▲5.1 ▲0 0.0% － 不明 ▲0 － ▲38.1 ー ー ー ー － ＋0％以上 不明 0.0% 0 4.0% －
H27 20 0 0.0% 0 ▲5.1 ▲0 0.0% － 不明 ▲0 － － ー ー ー ー － ＋0％以上 不明 0.0% 0 4.0% －
H28 0 0 － 0 ▲0 ▲0 － － 不明 ▲0 － － ー ー ー ー － ＋0％以上 不明 不明 不明 ー －
H29 44 0 0.0% 0 ▲229.0 ▲0 0.0% － 不明 ▲0 － － ー ー ー ー － ＋0％以上 不明 不明 不明 ー －
H30 44 0 0.0% － ▲229.0 ▲0 0.0% － 不明 ▲0 － － ー ー ー ー － ＋0％以上 不明 不明 不明 ー －
R1 0 － － － ▲0 － － － ▲0 － － － 不明 不明 － － － ＋0％以上 ー － － ー －
R2 2 － － － ▲526.0 － － － ▲375.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － ー －
R3 2 － － － ▲526.0 － － － ▲375.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － ー －
R4 2 － － － ▲526.0 － － － ▲375.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － ー －

R5〜／
未定 － － － － － － － － － － － － 100 100 － － － － － － － ー －

減収額
（地⽅法⼈⼆税・地⽅法⼈特別税・百

万円）

「平成29年度から平成32年度までの間の⼈⼝10万⼈以上の各都市の
市域全体の延べ床⾯積に占める主要な拠点地域の延べ床⾯積割合
（都市機能集積率）を、各年度において、前年度⽐＋0％以上とする」
（平成28年度評価時）

⽬標
達成度実績 ⽬標

達成度租特の直
接的効果

「⽴地適正化計画に位置づけられた誘導施設の整備促
進を図る＜測定指標＞⽴地適正化計画に位置付けられ
た誘導施設について、都市機能誘導区域内に⽴地する
⺠間事業者により整備された当該施設数が計画策定時
と⽐較し増加している市町村数を令和7年までに100市
町村とする 」（令和元年度評価時から）

将来予測

租税特別措置等によって達成しようとする⽬標とその実現状況（効果）
【総括表】

適⽤実態調
査における
適⽤件数
（法⼈税・
件）

適⽤実態調
査における
租税特別措
置ごとの影
響額（地⽅
法⼈⼆税・
地⽅法⼈特
別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績⽬標値
（％）

適⽤件数
（法⼈税・件）

減収額
（法⼈税・百万円）

租税特別措置等の適⽤実態

（参考）
各年度における
都市集積率の

増減率

⽬標値
（市町村

数）
将来予測

適⽤実態調
査における
適⽤額の上
位10社割
合（法⼈
税・％）

政策⽬的

法⼈税 法⼈住⺠税 法⼈事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H26 区分 延⻑

　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9、第68条の78

過去の政策評価の実績

 　⼈⼝減少時代を迎えるに当たり、居住者の⽣活や経済活動が維持された持続可能な都市経営がなされるためには、⼀定の⼈⼝密度の維持、効率的にアクセス可能なエリアへの都市機能（医療・福祉・商業等）の⽴地を図る必要
があることから、地域の核となるエリアへの都市機能の計画的な配置等を推進し、もって都市再⽣の実現を⽬指すこと。

評価対象税⽬
義務対象 努⼒義務対象

　措置の適⽤期限を令和5年3⽉31⽇まで3年間延⻑する。

　H25国交11、H28国交10

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交03） （評価実施府省︓国⼟交通省）

　都市機能誘導区域外から区域内への特定の事業⽤資産の買換え等の特例措置の延⻑
　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（都市機能誘導区域の外から内への買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　都市機能誘導区域外にある事業⽤の⼟地等、建物等（譲渡資産）の譲渡をし、都市機能誘導区域内の⼟地等、建物等及び機械装置等（買換資産）の取得等をした場合には、その買換資産につき、譲渡益の額の80％の範
囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後 　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【R1 国交03】-292-



【R1 国交03】

-293-



【R1 国交03】-294-



【R1 国交03】

-295-



【R1 国交03】-296-



【R1 国交03】

-297-



（参考） （参考） （参考） ⽬標① ⽬標② ⽬標③

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 1 8 800.0% 8 ▲27.0 ▲484.0 1792.6% － 不明 不明 － ▲240.3 － 不明 不明 不明 － － － 5,745 不明 － － － 不明 不明 －

H24 1 6 600.0% 6 ▲27.0 ▲208.0 770.4% － 不明 不明 － ▲102.0 － 不明 40.0% 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 －

H25 不明 4 － 4 不明 ▲21.0 － － 不明 不明 － ▲10.4 － 不明 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 －

H26 1 5 500.0% 5 ▲173.0 ▲92.0 53.2% － 不明 不明 － ▲47.4 － 不明 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 －

H27 1 3 300.0% 3 ▲173.0 ▲78.0 45.1% － 不明 ▲32.0 － ▲37.7 42.6% 不明 ー 不明 － － － 4,435 不明 － － － 不明 不明 －

H28 5 5 100.0% 5 ▲100.0 ▲128.0 128.0% － 不明 ▲54.0 － ▲65.2 43.0% 不明 41.8% 不明 97.2% ー 不明 4,309 不明 － ＋0％以上 不明 不明 不明 －

H29 11 7 63.6% 7 ▲216.0 ▲3,778.0 1749.1% － 不明 ▲1,569.0 － ▲1,211.8 － 不明 42.1% 不明 － ー 不明 3,422 不明 － ＋0％以上 不明 不明 不明 －

H30 11 5 45.5% － ▲214.0 ▲1,316.0 615.0% － 不明 ▲550.0 － － － 不明 42.5% 不明 － ー 不明 3,149 不明 － ＋0％以上 不明 不明 不明 －

R1 5 － － － ▲1,316.0 － － － ▲637.0 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー ー － － －

R2 5 － － － ▲1,316.0 － － － ▲637.0 － － － ー 不明 － － － ０ 不明 － － － ー ー － － －

R3 5 － － － ▲1,316.0 － － － ▲637.0 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー ー － － －

R4 5 － － － ▲1,316.0 － － － ▲637.0 － － － 不明 不明 － － － ー 不明 － － － ー ー － － －
R5〜／
未定 5 － － － ▲1,316.0 － － － ▲637.0 － － － 44.5% ー － － － － ー － － － － － － － －

【総括表】
租税特別措置等によって達成しようとする⽬標とその実現状況（効果）租税特別措置等の適⽤実態

租特の直
接的効果

減収額
（地⽅法⼈⼆税・地⽅法⼈特別税・百万円）

「特に⼀体的かつ総合的に再開発を促進すべき地区等における宅
地⾯積に占める4階建て以上の建築物の宅地⾯積の割合（都
市機能更新率）を令和5年度に44.5％とする」

「密集市街地のうち、延焼危険性⼜は避難困難性が⾼く、地震
時等における最低限の安全性が確保されていない、著しく危険な
密集市街地の⾯積（平成30年度約3,149ha）を令和2年度
までに概ね解消する」

将来予測 将来予測 実績 ⽬標
達成度租特の直

接的効果

⽬標
達成度

⽬標値
(％）

適⽤実態調査
における適⽤件
数（法⼈税・
件）

適⽤実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
⽅法⼈⼆税・地⽅
法⼈特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績⽬標値
（％）

⽬標
達成度

適⽤件数
（法⼈税・件）

減収額
（法⼈税・百万円）

「⼈⼝10万⼈以上の各都市の市域全体の延べ床⾯積に占める
主要な拠点地域の延べ床⾯積割合（都市機能集積率）を前
年度⽐＋0％以上とする」（平成28年度評価時）

適⽤実態調査
における適⽤額
の上位10社割
合（法⼈
税・％）

⽬標値
（残⾯積・

ha）
将来予測 実績

政策⽬的

法⼈税 法⼈住⺠税 法⼈事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S44 区分 延⻑

　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9、第68条の78

過去の政策評価の実績

　市街地再開発事業の推進により、⼟地の合理的かつ健全な⾼度利⽤と都市機能の更新を図るとともに、コンパクトシティの推進及び密集市街地の解消を図ること。

評価対象税⽬
義務対象 努⼒義務対象

　措置の適⽤期限を令和5年3⽉31⽇まで3年間延⻑する。

　H22国交23、H25国交16、H28国交11

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交04） （評価実施府省︓国⼟交通省）

　市街地再開発事業における特定の事業⽤資産の買換え等の特例措置の延⻑
　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（既成市街地等及びこれに類する⼀定の区域内における⼟地の計画的かつ効率的な利⽤に資する施策の実施に伴う⼟地等の買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　既成市街地等区域内にある事業⽤の⼟地等、建物等（譲渡資産）の譲渡をし、⼟地の計画的かつ効率的な利⽤に資する施策の実施に伴い、既成市街地等区域内にある⼟地等、建物等及び機械装置等（買換資産）の取
得等をした場合には、その買換資産につき、譲渡益の額の80％の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】
  制度名

（措置名）

【R1 国交04】-298-



【R1 国交04】

-299-



【R1 国交04】-300-



【R1 国交04】

-301-



【R1 国交04】-302-



【R1 国交04】

-303-



【R1 国交04】-304-



【R1 国交04】

-305-



（参考） （参考） （参考） ⽬標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 13 3 23.1% 3 ▲54.4 不明 － － 不明 不明 － ▲20.9 － － 5,745 不明 －
H24 不明 4 － 4 不明 ▲42.4 － － 不明 不明 － ▲22.2 － － 不明 不明 －
H25 不明 1 － 1 不明 ▲26.3 － － 不明 不明 － ▲13.6 不明 不明 不明 不明 －
H26 不明 17 － 17 不明 ▲639.3 － 94.0% 不明 不明 － ▲310.9 不明 不明 不明 不明 －
H27 不明 34 － 34 不明 ▲2,095.0 － 93.0% 不明 ▲857.0 － ▲976.0 不明 不明 4,450 不明 －
H28 7 31 442.9% 31 ▲236.0 ▲1,680.0 711.9% 93.3% 不明 ▲698.0 － ▲843.5 不明 不明 4,039 不明 －
H29 7 42 600.0% 42 ▲236.0 ▲715.0 303.0% 74.6% 不明 ▲297.0 － ▲361.0 不明 不明 3,422 不明 －
H30 7 20 285.7% － ▲236.0 ▲743.0 314.8% － 不明 ▲311.0 － － 不明 不明 3,149 不明 －
R1 20 － － － ▲743.0 － － － ▲360.0 － － － 不明 不明 － － －
R2 4 － － － ▲15.0 － － － ▲7.0 － － － 0 0 － － －
R3 5 － － － ▲18.0 － － － ▲9.0 － － － 不明 不明 － － －
R4 5 － － － ▲18.0 － － － ▲9.0 － － － 不明 不明 － － －

R5〜／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適⽤実態調査
における適⽤件
数（法⼈税・
件）

適⽤実態調査
における租税特
別措置ごとの影
響額（地⽅法
⼈⼆税・地⽅法
⼈特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績⽬標値
（残⾯積・ha）

⽬標
達成度

租税特別措置等によって達成しようとする⽬標とその実現状況（効果）

適⽤件数
（法⼈税・件）

減収額
（法⼈税・百万円）

「地震時等に著しく危険な密集市街地を概ね解消する
＜測定指標＞
地震時等に著しく危険な密集市街地の⾯積（平成30年度末3,149ヘ
クタール）について、令和2年度までに概ね解消することを⽬指す」

租税特別措置等の適⽤実態

将来予測

適⽤実態調査
における適⽤額
の上位10社割
合（法⼈
税・％）

減収額
（地⽅法⼈⼆税・地⽅法⼈特別税・百万円）

政策⽬的

法⼈税 法⼈住⺠税 法⼈事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H16 区分 拡充・延⻑

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交05） （評価実施府省︓国⼟交通省）

 　防災街区整備事業に係る事業⽤資産の買換特例等の延⻑
 　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（防災再開発促進地区のうち危険密集市街地内における防災街区整備事業に関する都市計画の実施に伴う⼟地等の買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　防災再開発促進地区のうち危険密集市街地内にある事業⽤の⼟地等、建物等（譲渡資産）の譲渡をし、防災街区整備事業に関する都市計画に従って⼟地等、建物等及び機械装置等（買換資産）の取得等をした場合に
は、その買換資産につき、譲渡益の額の80％の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）

 　措法第65条の7、第65条の9、第68条の78、第68条の80

過去の政策評価の実績

 　特に⼤⽕の可能性が⾼い防災上危険な密集市街地において、防災街区整備事業を強⼒に促進することにより、当該密集市街地の防災に関する機能の確保と⼟地の合理的かつ健全な利⽤を図り、もって都市の安全性の向上を図
ること。

評価対象税⽬
義務対象 努⼒義務対象

 　措置の適⽤期限を令和5年3⽉31⽇まで3年間延⻑する。また、譲渡資産に係る要件について、平成30年の建築基準法の改正によって、「耐⽕建築物」⼜は「準耐⽕建築物」と同等以上の延焼防⽌性能を有する建築物が位置
付けられたこと等を踏まえて、拡充を⾏う。

 　H22国交35、H25国交22、H28国交14

【R1 国交05】-306-



【R1 国交05】

-307-



【R1 国交05】-308-



【R1 国交05】

-309-



【R1 国交05】-310-



【R1 国交05】

-311-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 39 33 84.6% 57 ▲8,606.0 ▲6,820.0 79.2% 72.0% 不明 不明 － ▲1,414.4 － ー ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － ー ー － － －

H24 39 20 51.3% 55 ▲8,606.0 ▲2,201.0 25.6% 75.6% 不明 不明 － ▲1,079.3 － ー ー ー － － － 10.2% 不明 － － － 8.3% 不明 － － － 22.0% 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － ー － － － －

H25 33 27 81.8% 53 ▲6,313.0 ▲2,708.0 42.9% 63.8% 不明 不明 － ▲964.1 － ー ー ー － － 不明 10.1% 不明 － － 不明 9.2% 不明 － － － 26.0% 不明 － － ー 不明 不明 － － － 不明 不明 － ー － － － －

H26 35 28 80.0% 63 ▲6,892.0 ▲3,904.0 56.6% 67.7% 不明 ▲882.0 － ▲1,608.6 － ー ー ー － － 不明 9.8% 不明 － － 不明 10.0% 不明 － － － 25.0% 不明 － － ー 44,129 不明 － － － 22.0% 不明 － ー － 不明 不明 －

H27 35 37 105.7% 68 ▲6,892.0 ▲5,141.0 74.6% 62.8% 不明 ▲1,008.0 － ▲1,392.6 ー ー ー ー － 12.0% 不明 9.8% 不明 81.7% － 不明 11.0% 不明 － － － 25.0% 不明 － － ー 90,290 不明 － － － 22.0% 不明 － ー － 不明 不明 －

H28 32 31 96.9% 48 ▲3,859.0 ▲3,386.0 87.7% 67.3% 不明 ▲664.0 － ▲952.5 ー ー ー ー － 10.0% 不明 9.2% 不明 92.0% 12.0% 不明 15.0% 不明 125.0% ー 不明 23.0% 不明 － 不明 不明 56,745 不明 － ー 不明 22.0% 不明 － ー － 不明 不明 －

H29 32 24 75.0% 42 ▲3,859.0 ▲2,298.0 59.5% 76.3% 不明 ▲450.0 － ▲780.1 － ー ー ー － － 不明 8.6% 不明 － － 不明 17.0% 不明 － ー 不明 26.0% 不明 － 不明 不明 102,834 不明 － ー 不明 22.0% 不明 － 14 － 不明 不明 －

H30 34 20 58.8% － ▲3,877.0 ▲2,739.0 70.6% － 不明 ▲537.0 － － － ー ー ー － － 不明 8.7% 不明 － － 不明 19.0% 不明 － ー 不明 22.0% 不明 － 不明 不明 50,153 不明 － ー 不明 22.0% 不明 － 14 － 不明 不明 －

R1 28 ー － － ▲3,351.0 － － － ▲658.0 － － － ー 不明 － － － 10.0% 10.0% － － － ー 20.0% － － － 22.0% 22.0% － － － 90,000 90,000 － － － 22.0% 22.0% － － － 14 不明 － － －

R2 28 ー － － ▲3,351.0 － － － ▲468.0 － － － ー 不明 － － － 10.0% 10.0% － － － 21.0% 22.0% － － － 22.0% 22.0% － － － 90,000 90,000 － － － 22.0% 22.0% － － － 14 不明 － － －

R3 28 ー － － ▲3,351.0 － － － ▲468.0 － － － ー 不明 － － － 10.0% 10.0% － － － ー ー － － － 22.0% 22.0% － － － 90,000 90,000 － － － 22.0% 22.0% － － － 14 不明 － － －

R4 28 ー － － ▲3,351.0 － － － ▲468.0 － － － 21.0% 不明 － － － 10.0% 10.0% － － － ー ー － － － 22.0% 22.0% － － － 90,000 90,000 － － － 22.0% 22.0% － － － 14 不明 － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

「(内航)本税制特例措置が適用される年間代
替取得隻数を14隻以上とする」

目標値
(隻) 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

目標⑥

租特の直
接的効果

「(内航）CO2：令和4年度までに内航海運か
らのCO2排出量年間9万トン削減（省エネに資
する船舶を年間70隻程度普及）を図る」

目標値
（t-CO2) 将来予測 実績 目標

達成度

「(内航)NOx：新造船について平成23年からの
国際海事機関（IMO）二次規制削減率（一
次規制値比：20％削減）を上回る22％の削
減を行う」

目標値
（％） 将来予測 目標

達成度租特の直
接的効果

実績 目標
達成度将来予測

「（外航）CO2:令和2年度までに日本商船隊
からのCO2排出量を平成16年度比で、21％削
減する」

目標⑤目標①

租特の直
接的効果

将来予測 目標値
（％） 将来予測

「(外航）輸送比率：平成29年時点における
過去6年間の日本商船隊の輸送比率である約
10％を元に、引き続きその輸送比率を維持す
る」

目標値
（％）

目標⑦

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（日本
船舶に係る措置
全体）・％）

目標値
（％） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

目標
達成度 租特の直

接的効果

減収額
（地方法人二税・地方法人

特別税・百万円）

「(外航)NOx：新造船について平成23年からの
国際海事機関（IMO）2次規制削減率（1次
規制値比20％削減）を上回る22％削減する」

「（外航）CO2:令和４年度までに日本商船隊
の燃費効率を平成20年度比で21％改善する」
（令和元年度評価時から）

実績

目標④目標② 目標③

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

実績

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税（日本
船舶に係る措置
全体）・件）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響
額（地方法人二
税・地方法人特
別税（日本船舶
に係る措置全
体）・百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（％）

目標
達成度

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

租税特別措置等の適用実態

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S49 区分 延長

　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9、第66条の6

過去の政策評価の実績

（外航）
 　外航船舶の調達には多額の資金を要するところ、譲渡船舶の売却益を活用して代替を促進することにより、計画的かつ安定的に日本商船隊の維持・整備を図りつつ、環境負荷低減を実現すること。
（内航）
 　多額の資金を要する船舶の調達において、譲渡船舶の売却益を活用して代替船舶を確保し、我が国の国民生活及び経済活動を支える基幹的輸送インフラである内航海運に係る船舶の代替を促進することで、安定的な輸送サービ
スの確保を図りつつ、環境負荷の低減を実現すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 　措置の適用期限を令和5年3月31日まで3年間延長する。

　H22国交37、H25国交31、H28国交16

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交06） （評価実施府省：国土交通省）

 　海上運送業における特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置の延長
 　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（日本船舶から日本船舶への買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　海洋運輸業又は沿海運輸業の用に供される日本船舶（譲渡資産）の譲渡をし、新たに同業の用に供される日本船舶（買換資産）の取得等をした場合には、その買換資産につき、譲渡益の額の80％の範囲内で圧縮記帳による
課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
  制度名
（措置名）

【R1 国交06】-312-



【R1 国交06】

-313-



【R1 国交06】-314-



【R1 国交06】

-315-



【R1 国交06】-316-



【R1 国交06】

-317-



【R1 国交06】-318-



【R1 国交06】

-319-



【R1 国交06】-320-



【R1 国交06】

-321-



【R1 国交06】-322-



【R1 国交06】

-323-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 単年度 累計 単年度

H23 － － － 57 － － － 72.0% － － － ▲1,414.4 － － － － － －
H24 － － － 55 － － － 75.6% － － － ▲1,079.3 － － － － － －
H25 － － － 53 － － － 63.8% － － － ▲964.1 － － － － － －
H26 50 9 18.0% 63 ▲852.0 ▲135.0 15.8% 67.7% 不明 ▲50.0 － ▲1,608.6 － 不明 144 144 不明 －
H27 50 13 26.0% 68 ▲852.0 ▲205.0 24.1% 62.8% 不明 ▲73.0 － ▲1,392.6 － 不明 332 188 不明 －
H28 20 18 90.0% 48 ▲226.0 ▲220.0 97.3% 67.3% 不明 ▲75.0 － ▲1,146.8 1,320 269 543 211 不明 41.1%
H29 30 12 40.0% 42 ▲420.0 ▲136.0 32.4% 76.3% 不明 ▲48.0 － ▲780.1 － 不明 158 158 不明 －
H30 30 11 36.7% － ▲420.0 ▲190.0 45.2% － 不明 ▲80.0 － － － 不明 326 168 不明 －
R1 11 － － － ▲141.0 － － － ▲59.0 － － － 1,320 191 － － － －
R2 15 － － － ▲207.0 － － － ▲87.0 － － － － 228 － － － －
R3 15 － － － ▲207.0 － － － ▲87.0 － － － － 228 － － － －
R4 15 － － － ▲207.0 － － － ▲87.0 － － － 700 228 － － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】
租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）租税特別措置等の適用実態

実績

目標

適用実態調査
における適用件
数（法人税
（日本船舶に
係る措置全
体）・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税（日
本船舶に係る措置
全体）・百万円） 租特の直

接的効果

目標値
（t）

（累計）

目標
達成度

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人税
（日本船舶に
係る措置全
体）・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

「港湾整備等に係る環境負荷の低減を図る＜測定指標＞作業船からの
ＮＯｘ排出量を令和2年度から令和4年度までの3年間で700t削減す
る」

将来予測

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H26 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交07） （評価実施府省：国土交通省）

　港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換等の場合の課税の特例措置の延長
　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（船齢40年未満の日本船舶（作業船）の日本船舶（作業船）への買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　日本船舶のうち、船齢40年未満の作業船（譲渡資産）の譲渡をし、新たに作業船（買換資産）の取得等をした場合には、その買換資産につき、譲渡益の額の80％の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設
定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）

　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9

過去の政策評価の実績

　老朽化が進む作業船の買換を促進し、港湾整備等にかかる環境負荷の低減を図る。また、円滑な港湾整備等の推進や大規模災害発生時における災害復旧の円滑な実施能力の強化を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和5年3月31日まで3年間延長する。

　H25国交34、H28国交18

【R1 国交07】-324-



【R1 国交07】

-325-



【R1 国交07】-326-



【R1 国交07】

-327-



【R1 国交07】-328-



【R1 国交07】

-329-



（参考） （参考） （参考） 目標① 目標②

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 不明 － 122 不明 不明 － 96.2% 不明 不明 － ▲464.6 不明 不明 5 不明 － 不明 不明 12 不明 －
H24 不明 不明 － 87 不明 不明 － 99.1% 不明 不明 － ▲369.1 不明 不明 10 不明 － 不明 不明 21 不明 －
H25 不明 1 － 95 不明 ▲32.0 － 96.1% 不明 不明 － ▲226.3 不明 不明 42 不明 － 不明 不明 13 不明 －
H26 不明 4 － 9 不明 ▲130.0 － － 不明 不明 － ▲100.7 不明 不明 40 不明 － 不明 不明 6 不明 －
H27 不明 0 － 5 不明 ▲0 － － 不明 不明 － ▲108.1 不明 不明 19 不明 － 不明 不明 12 不明 －
H28 2 0 0.0% 3 ▲59.0 ▲0 0.0% － 不明 ▲0 － ▲116.3 不明 不明 6 ー － 不明 不明 6 ー －
H29 4 0 0.0% 3 ▲118.0 ▲0 0.0% － 不明 ▲0 － ▲44.2 不明 不明 8 ー － 不明 不明 12 ー －
H30 10 0 0.0% － ▲295.0 ▲0 0.0% － 不明 ▲0 － － 不明 不明 19 ー － 不明 不明 8 ー －
R1 2 － － － ▲100.0 － － － ▲24.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －
R2 2 － － － ▲100.0 － － － ▲24.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －
R3 11 － － － ▲550.0 － － － ▲132.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －
R4 11 － － － ▲550.0 － － － ▲132.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人税
（航空機騒音
障害区域に係
る措置全
体）・％）

目標値
（件） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

「航空機の騒音により生じる障害が特に著しい地域内に居
住する住民の移転を促進する。
＜測定指標＞
（成田国際空港以外の特定飛行場）飛行場周辺に残
存する移転対象約1110件（うち、法人約420件）の移
転をできる限り促進する」

「航空機の騒音により生じる障害が特に著しい地域内に居
住する住民の移転を促進する。
＜測定指標＞
（成田国際空港）成田国際空港周辺に残存する移転対
象約230件（うち、法人約30件）の移転をできる限り促
進するとともに、今後、『成田空港の更なる機能強化』で騒
音対策区域の拡大を予定しており、移転対象が大幅に増
加することから、新規移転対象の移転をできる限り促進す
る」

【総括表】

適用実態調査
における適用件
数（法人税
（航空機騒音
障害区域に係
る措置全
体）・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税（航
空機騒音障害区
域に係る措置全
体）・百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（件）

目標
達成度

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）租税特別措置等の適用実態

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S44 区分 延長

　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9、第68条の79、第68条の80

過去の政策評価の実績

 　第2種区域（騒防法）及び航空機騒音障害防止特別地区（特騒法）内の住民の移転を促進することにより、当該住民の生活の安定及び福祉の向上を目指し、特定飛行場及び特定空港と周辺地域との調和ある発展を図るこ
と。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 　措置の適用期限を令和5年3月31日まで3年間延長する。

　H22国交43、H25国交37、H28国交19

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交08） （評価実施府省：国土交通省）

 　航空機騒音対策事業に係る特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長
 　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（航空機騒音障害区域の内から外への買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　航空機騒音障害区域内にある事業用の土地等、建物等（譲渡資産）の譲渡をし、航空機騒音障害区域外の地域内の土地等、建物等及び機械装置等（買換資産）の取得等をした場合には、その買換資産につき、譲渡益の
額の80％の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
  制度名
（措置名）

【R1 国交08】-330-



【R1 国交08】

-331-



【R1 国交08】-332-



【R1 国交08】

-333-



【R1 国交08】-334-



【R1 国交08】

-335-



【R1 国交08】-336-



【R1 国交08】

-337-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 810 － 810 不明 ▲115,500.0 － 47.4% 不明 不明 － ▲48,376.2 ー ー ー ー － － 不明 不明 不明 － － － 不明 不明 － － 不明 不明 不明 －

H24 不明 818 － 818 不明 ▲71,100.0 － 38.9% 不明 不明 － ▲33,515.7 ー ー ー ー － － 不明 不明 不明 － － － 53.0% 不明 － － 不明 120.0 不明 －

H25 不明 908 － 908 不明 ▲63,900.0 － 40.0% 不明 不明 － ▲39,260.4 ー ー ー ー － 13.1 不明 15.5 不明 81.7% － － 不明 不明 － － 不明 128.0 不明 －

H26 818 883 107.9% 883 ▲71,100.0 ▲88,900.0 125.0% 48.5% 不明 不明 － ▲53,529.7 ー ー ー ー － 13.1 不明 15.1 不明 84.7% － 不明 不明 不明 － 150.0 不明 126.0 不明 84.0%

H27 818 867 106.0% 867 ▲71,100.0 ▲66,800.0 94.0% 34.6% 不明 ▲40,170.7 － ▲40,170.7 ー ー ー ー － 13.1 不明 14.7 不明 87.8% － 60.0% 66.0% 不明 － － 不明 129.0 不明 －

H28 896 988 110.3% 988 ▲63,500.0 ▲88,300.0 139.1% 42.6% 不明 ▲50,998.1 － ▲50,998.1 ー ー ー ー － 13.1 14.3 14.3 不明 90.8% － 不明 67.0% 不明 － － 133.0 129.0 不明 －

H29 896 832 92.9% 832 ▲63,500.0 ▲80,500.0 126.8% 37.9% 不明 ▲39,853.4 － ▲39,853.4 ー ー ー ー － 13.1 13.9 13.9 不明 93.9% 73.0% 72.0% 70.0% 不明 95.9% 141.0 137.0 132.0 不明 93.6%

H30 896 896 100.0% － ▲63,500.0 ▲78,500.0 123.6% － 不明 ▲43,674.0 － － ー ー ー ー － 13.1 13.5 13.5 不明 96.9% － 不明 72.0% 不明 － － 141.0 131.0 不明 －

R1 896 － － － ▲78,500.0 － － － ▲43,674.0 － － － ー 2.7 － － － 13.1 13.1 － － － 79.0% 75.0% － － － 146.0 ー － － －

R2 896 － － － ▲78,500.0 － － － ▲43,674.0 － － － ー 2.7 － － － 13.1 13.1 － － － ー 78.0% － － － ー ー － － －

R3 896 － － － ▲78,500.0 － － － ▲43,674.0 － － － ー 2.8 － － － 13.1 13.1 － － － ー 83.0% － － － ー ー － － －

R4 896 － － － ▲78,500.0 － － － ▲43,674.0 － － － 2.8 2.8 － － － 13.1 13.1 － － － 87.0% 87.0% － － － ー ー － － －
R5〜／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

⽬標④

租税特別措置等によって達成しようとする⽬標とその実現状況（効果）

実績⽬標
達成度

⽬標値
（万件） 将来予測 実績 ⽬標

達成度租特の直
接的効果

⽬標①

【総括表】
租税特別措置等の適⽤実態

租特の直
接的効果

減収額
（地⽅法⼈⼆税・地⽅法⼈特別税・百

万円）

「法⼈及び世帯が所有する宅地などに係る低未
利⽤地（空き地等）の⾯積（平成25年︓
15.5万ha→令和4年︓13.1万ha ）」

「⼟地取引数（平成25年︓128万件→平成
31年︓146万件）」（平成28年度評価時）

将来予測 将来予測 実績 ⽬標
達成度租特の直

接的効果

⽬標
達成度

「機関⾞の新製割合（JR化後新造機関⾞数/
総保有機関⾞数）を増加させる（令和4年度
末までに87％）」

⽬標値
(万件) 将来予測

適⽤実態調査
における適⽤件
数（法⼈税・
件）

適⽤実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
⽅法⼈⼆税・地⽅
法⼈特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績⽬標値
（万ha）

適⽤件数
（法⼈税・件）

減収額
（法⼈税・百万円）

適⽤実態調査
における適⽤額
の上位10社割
合（法⼈
税・％）

⽬標値
（％）

「法⼈の⻑期保有⼟地の取引件数（平成29
年︓2.7万件→令和4年︓2.8万件）」（令和
元年度評価時から）

⽬標② ⽬標③

政策⽬的

法⼈税 法⼈住⺠税 法⼈事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H6 区分 拡充・延⻑

 　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9、第68条の78、第68条の79、第68条の80

過去の政策評価の実績

 　⻑期保有⼟地等の譲渡益を活⽤した設備投資需要を喚起することで、企業の⽣産性向上、国内の産業空洞化防⽌、⼟地取引の活性化を通じた⼟地の有効利⽤、不動産ストックの価値向上や地域活性化を実現し、もってデフレ
からの完全な脱却と名⽬GDP600兆円に向けた経済成⻑の実現を図ること。
（鉄道関係）
 　環境対策、エネルギー対策の観点から推進されるモーダルシフト施策の受け⽫として重要な役割を担う鉄道貨物輸送の近代化等のためモーダルシフトに資する機関⾞の導⼊を促進すること。

評価対象税⽬
義務対象 努⼒義務対象

 　措置の適⽤期限を令和5年3⽉31⽇まで3年間延⻑する。

 　H23国交04、H26国交12、H28国交04

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1国交09） （評価実施府省︓国⼟交通省）

 　⻑期保有⼟地等に係る事業⽤資産の買換え等の場合の課税の特例措置の延⻑等
 　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（所有期間が10年を超える国内にある⼟地等、建物⼜は構築物から国内にある⼀定の⼟地等、建物若しくは構築物⼜は国内にある鉄道事業⽤⾞両運搬具への買換え））

措置の内容

平成29年度時点
 　国内にある所有期間が10年を超える⼟地等、建物若しくは構築物⼜は鉄道事業⽤⾞両運搬具（譲渡資産）の譲渡をし、新たに⼟地等、建物若しくは構築物⼜は鉄道事業⽤⾞両運搬具（買換資産）の取得等をした場合に
は、その買換資産につき、譲渡益の額の80％の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べ（地域再⽣法の集中地域
以外の地域から集中地域への買換えに係る課税の繰延べ割合は、75％（⼀定の集中地域への買換えの場合には70％））ができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【R1 国交09】-338-



【R1 国交09】

-339-
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【R1 国交09】

-343-



【R1 国交09】-344-



【R1 国交09】

-345-



【R1 国交09】-346-



【R1 国交09】

-347-



【R1 国交09】-348-




